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東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分建設委託に関する協定書 

 

 国土交通省 東京航空局長 ○○ ○○（以下「甲」という。）と○○○○○ ○○ ○○（以下「乙」

という。）とは、東京国際空港国際線旅客ターミナルビル建設に際し、甲が専有する部分（以下「甲の

専有部分」という。）と甲が乙と共有する部分（以下「共有部分」という。）の建設を乙に委託するた

めに必要な基本的事項について次のとおり協定を締結する。 

 なお、「甲の専有部分」並びに「共有部分」とは、第４条で定める所有区分に限り国土交通省が関係

省庁と協議を整わせた部分を示すものとする。 

 

（物件の表示） 

第１条 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル（以下「ターミナルビル」という。）の位置及び整備

内容は次のとおりとする。 

１．位置 

  東京都大田区羽田空港内 

２．整備内容 

 ターミナルビル建設工事及び付帯施設設置工事 

(1) 建物 

    構造： 

    延床面積合計 約 ○○ ㎡、うち甲専有部分 約 ○○ ㎡ 

(2) 付帯施設 

 電気、通信、給排水、衛生、空気調和、昇降機、搬送設備等の付帯設備 

 

（建設費の区分） 

第２条 建設費は、次のとおり区分する。 

   １ 設計費 

   ２ 工事費（撤去工事等を含む） 

      イ、直接工事費 

      ロ、共通仮設費 

      ハ、諸 経 費 

   ３ 間接費 

        事 務 費 

事務費の額は、受託費の総額を次の定める額に区分して､ 順次に対応する率を 
乗じて得た額の合計額とする。 

受 託 金 額 事務費率 
20,000 千円以下 １０ ％ 

20,000 千円超      50,000 千円以下 ８ ％ 
50,000 千円超      80,000 千円以下 ６ ％ 

80,000 千円超 ４ ％ 
   ４ 消費税 

 



（工事の種目及び施工範囲） 

第３条 工事の種目及び施工範囲は、次のとおりとする。 

   １ 建築工事 

   （１）地業及び基礎 

      地業は基礎下端以下とし、基礎は最下階の床版以下とする。 

   （２）躯体及び外装 

      外壁、構造壁、防火壁及び鉄骨造防火被覆壁、柱、梁及び柱、梁の耐火被覆、床版 

      （屋階床版を含み、最下階床版を除く。）、階段、庇の骨組、地下防水等、地下水槽類、 

      外部仕上げ（窓、扉、屋上手摺、庇の仕上等を含む。）、屋根仕上げ（防水、雨樋を含 

む。）等 

   （３）内装 

      室内仕上げ（床面仕上含む。）、軽間仕切り、壁、室内窓等 

   （４）外構 

      外回り工事（犬走りを含む。）、舗床、斜路等 

 

   ２ 電気設備工事 

     建物内部の受変電設備（自家用発電設備、監視設備等含む。）、動力及び照明設備等 

 

   ３ 通信設備 

     電話配管設備、防災設備（自動火災報知、防排煙制御、非常放送等）、電気時計設備 

     テレビ共聴設備、放送設備、保安警備設備等 

 

   ４ 給排水衛生設備工事 

     建物内の給排水設備、衛生設備、給湯設備、ガス設備、消火設備並びに屋外給排水の 

     本管接続等 

 

   ５ 空気調和・換気設備工事 

     空気調和設備及び換気設備等 

 

   ６ 昇降機械設備 

     エスカレーター、エレベーター設備等 

 

   ７ 撤去工事 

     地下構造物等 

 

（所有区分） 

第４条 物件の所有区分は、別添図面のとおりとし、赤色をもって示す部分は甲の専有部分、黄色 

   をもって示す部分は共有部分、緑色をもって示す部分は乙の専有部分とする。 

    なお、細目については、甲、乙別途協議するものとする。 

 



（設計費の負担区分） 

第５条 設計費は、概算内訳明細書により算出した、甲、乙それぞれの工事費の割合によって負担 

   するものとする。 

 

（直接工事費の負担区分） 

第６条 直接工事費に係る甲及び乙の負担区分は次のとおりとする。 

１ 建築工事は、次のとおりとする。 

(1) 地業、基礎、躯体及び外装 

 共有部分の地業、基礎、躯体及び外装（以下「躯体等」という。）の工事は、甲及び乙の    

専有部分の容積比により区分し、甲、乙それぞれ負担する。甲及び乙の専有部分については、

甲、乙それぞれの負担とする。 

 容積とは原則として床面積と階高の積をいう。 

①床面積とは壁の中心線等で囲まれた区画の面積をいう。 

②階高とは床版上端から上階床版上端までの距離、又は屋根を支える小屋組上端までの距離を

いう。 

(2) 内装 

 内装工事のうち、甲及び乙の専有部分は、甲、乙それぞれの負担とし、共有部分については

躯体等の負担方法による。境界となる間仕切壁、窓、扉、シャッター等の工事については、専

有部分相互間との境界となる境界壁等は折半とし、専有部分と共有部分の場合には折半の後、

共有部分をさらに折半とし負担する。 

 

２．電気設備工事 

 受変電設備、電力幹線、照明及び動力設備等のうち、甲及び乙の専有設備は、甲、乙それぞれ

の負担とし、甲及び乙の共有設備については甲及び乙の専有負荷設備容量比により負担する。 

 

３．通信設備工事 

イ、電話用配管設備、電気時計設備、テレビ共聴設備等のうち、甲及び乙の専有設備は、甲、乙

それぞれの負担とし、共有設備については甲及び乙の専有回線数比及び専有面積比により負

担する。 

ロ、防災設備のうち、甲及び乙の専有設備は甲、乙それぞれの負担とし、共有設備については甲

及び乙の専有面積比により負担する。 

 

４．給排水衛生設備工事費 

 給排水衛生設備等のうち、甲及び乙の専有設備は、甲、乙それぞれの負担とし、次の共有設備

は各号に定めるところにより負担する。 

(1) 給水引込設備は甲及び乙の専有給水引き込み管の口径断面積比により甲、乙それぞれ負担 

する。 

(2) 共有建物の屋根排水管路は共有建物の甲及び乙の専有部分の容積比により、甲、乙それぞれ

負担する。 

(3) 中水処理施設は、甲及び乙へ供給する配管の口径断面積比により負担する。 



(4) スプリンクラーポンプ及び主配管は甲、乙の面積比により負担する。 

(5) 屋内消火栓設備のポンプ及び主配管は甲、乙の面積比により負担する。 

(6) 連結送水管の送水口及び主配管は甲、乙の面積比により負担する。 

(7) 屋外消火栓設備及び採水設備は共有建物の甲及び乙の面積比により、甲、乙それぞれ負担す

る。 

 

５．空気調和設備工事 

 空気調和設備、換気設備（熱交換、ダクト配管等）のうち、甲及び乙の専有設備は甲、乙    

それぞれの負担とし、共有設備は空気調和設備、換気設備対象部分のそれぞれ甲及び乙の専有負

荷容量比及び専有容積比により負担する。 

 

６．昇降機設備工事 

 昇降機設備のうち、甲及び乙の専有部分は、甲、乙それぞれの負担とし、当該昇降機に係る   

共有設備は、それぞれ甲及び乙の専有台数比により負担する。また、甲及び乙の共有昇降機設備

については、甲及び乙の面積比により負担する。 

 

  ７．搬送設備工事費は、次のとおりとする。 

   搬送設備は、甲及び乙の専有とし、それぞれの負担とする。 

 

８．外構工事 

 外構の工事のうち、甲及び乙の専有部分は、甲、乙それぞれの負担とし、共有部分については、

それぞれ甲及び乙の面積比により負担する。また、その他部分は、別途協議するものとする。 

 

９．除害設備工事 

 除害設備のうち甲及び乙の専有設備は甲、乙それぞれの負担とする。 

 

10．塵芥処理設備、清掃用設備及び監視制御工事 

 塵芥処理設備、清掃用設備及び監視制御設備のうち、甲及び乙の専有設備は、甲及び乙    

それぞれの負担とする。 

 

（共通仮設費の負担方法） 

第７条 共通仮設費は、甲及び乙の負担する直接工事費の割合により、それぞれ負担する。 

 

（諸経費の負担方法） 

第８条 諸経費は、工事の種目ごとに甲及び乙の負担する直接工事費及び共通仮設費の合計額の割合

によりそれぞれ負担するものとする。 

 

（間接費の負担区分） 

第９条 間接費は、甲及び乙の負担する工事費の割合によりそれぞれ負担する。 

（工事の設計） 



第 10 条 工事の設計は、乙が行い、甲の承認を得るものとし、設計変更を必要とするときは、甲、 

    乙協議するものとする。 

 

（工事の施工） 

第 11 条 工事は、乙が施工するものとし、その実施に当たっては、甲、乙協議するものとする。 

 

（受託費の概算払） 

第 12 条 甲は工事の委託契約の締結後、財務大臣との協議の整った範囲内において、委託費の一部を

概算払いすることができる。 

 

（委託費の精算） 

第 13 条 乙は、業務完了後、速やかに委託費の精算書を作成し、甲の承認のもとに精算を行うものと

する。 

 

（委託費の流用） 

第 14 条 委託費については、設計費及び工事費から間接費への流用は行わないものとする。ただし、

間接費からの流用は妨げないものとする。 

 

（その他） 

第 15 条 この協定書に定めのない事項、又はこの協定に関し疑義を生じた場合は、その都度、甲、乙

協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各１通を保有する。 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

                        甲    国土交通省 東京航空局長 

                           ○ ○ ○ ○ 

 

            乙    ○ ○ ○ ○ ○ 

                           ○ ○ ○ ○ 



（案）

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル
官庁部分設計委託契約書
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設 計 委 託 契 約 書

国土交通省東京航空局と○○○○○との間において締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分建設委託に関する協定書」に基づき、支出負担行為担当官

東京航空局長 ○○ ○○（以下「甲」という ）と○○○○ ○○○○（以下「乙」と。

いう ）との間に、次の条項により契約を締結する。。

第１章 総 則

（委託業務）

第１条 甲は 協定書第４条で定める甲の専有部分及び共有部分のうち 甲の持分 以、 、 （

下「官庁部分」という ）の施設の設計に係わる業務を下記のとおり乙に委託。

する。

（１）委託件名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分設計委託

（２）委託内容 委託に係わる事務内容、経費の配分、事業内容及び業務の実

施方法等は、別途定める実施計画書による。

（３）履行期限 平成○○年○○月○○日まで

（委託業務の実施）

第２条 乙は、甲の委託に係わる官庁部分の業務（以下「委託業務」という ）をこ。

の契約書に定めるもののほか、実施計画書により実施しなければならない。当該

契約書及び実施計画書に記載された内容が変更されたときも同様とする。

前項の規定は、乙が委託業務の全部又は一部を第三者に請負わせ、又は委任し2
た場合（この業務を行うものを以下「請負者」という ）においても適用する。。

（委託費の額）

第３条 委託業務の実施に要する経費として、甲が乙に支払う額（以下「委託費」

という ）は、金 ○○○○○ 円を限度とする。。

２ 乙は、委託費を実施計画書に記載された経費の配分に従って使用しなければな

らない。当該経費の配分が変更されたときも同様とする。

３ 乙は、第１項の委託費をこの契約に係わる委託業務以外に充当使用してはなら

ない。
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（概 算 払）

第４条 乙は、委託費のうち、乙が請負者に代金の一部を支払う場合、又は乙が請

負者から成果目的物の引渡しを受けその代金を支払う場合は、当該支払額に対応

する甲からの委託費の範囲内で、かつ、財務大臣との協議の整った範囲内の額に

ついて概算払を甲に請求することができる。

２ 甲は、乙から前項の概算払金の請求を受けたときは、適法な請求書を受理した

日から起算して３０日以内に支払うものとする。

（委託業務の会計処理）

第５条 乙は、委託費については、他の経費と区別して整理し、その内容を明らか

にしておかなければならない。

２ 乙は、その内容を証する証拠書類を整理して保管しなければならない。

３ 甲は、必要があると認める場合は、前項に係わる証拠書類を調査できるものと

し、乙はこれに協力しなければならない。

（権利義務の譲渡等）

第６条 乙は、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。ただし、あらかじめ甲

の書面による承認を受けた場合はこの限りではない。

（ ） 、 、１ この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し 又は承継させること

（ ）及び成果物 未完成の成果物及び業務を実施する上で得られた記録等を含む

を第三者に譲渡し、又は質権その他の担保目的に供してはならない。

２ 甲は、前項に掲げる行為が、この契約の履行上支障がなく、かつ、特に必要が

あると認められる場合は、これを承認することができる。

３ 前項の規定は、乙が請負者に承認する場合においても準用する。

（請負者の一括委任又は一括下請負の禁止）

第７条 乙は、委託業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。ただし、

第三者への委託が委託業務の一部であり、あらかじめ相手方の住所、氏名、委託

を行う業務の範囲、必要性及び契約金額について記載した書類により甲の承認を

得た時はこの限りでない。また、相手方の変更等が生じた場合も同様の措置とす

る。
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（物品の管理）

第８条 乙は、事務費により取得した器具、備品等の物品（以下「物品」という ）。

については、善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。

第２章 委託業務の着手・完了・精算

（委託業務の着手）

第 条 乙は、委託業務契約の締結後、速やかに、委託業務を進めるための業務着9
、 。手報告書に主任技術者届等の必要な書類を添えて 甲に提出しなければならない

（実施の承認）

第 条 乙は、官庁部分の設計の実施に当たっては、あらかじめ甲と協議を行い第10
条の限度額に対する委託費使用計画書及び設計工程表等設計の実施に必要な書3

類を甲に提出し、甲の承認を受けなければならない。

２ 甲は、前項の承認をしたときは、遅滞なくその旨を乙に通知しなければならな

い。

（委託業務の指導・監督）

第 条 甲は、必要に応じ、自ら、又は係員を派遣して、委託業務の指導監督をす11
。 、 、 。るものとする ただし 請負者に対する指導監督は 乙を通じて行うものとする

（中間報告書の提出）

第 条 甲は、必要があると認める場合には、乙に対し、委託業務の実施状況につ12
いて、中間報告書の提出を求めることができるものとする。

（設計完了報告）

第 条 乙は、官庁部分の設計が完了したときは、速やかに設計完了報告書を甲に13
提出しなければならない。

（成果品の受領検査）

第 条 甲は、前条の規定による設計完了報告書を受理した日から起算して 日以14 10
内に乙の立ち会いを得て、成果品の受領検査を行うものとする。

２ 前項の検査に合格したときは、甲は遅滞なくその旨を乙に通知しなければなら

ない。



- 4 -

３ 第１項の検査に合格しないときは、乙は、甲の指示に従い遅滞なく修補し、甲

の再検査を受けなければならない。この場合において、修補の完了を設計の完了

とみなして前項の規定を適用する。

（委託費精算書の作成）

第 条 乙は、前条第２項の規定による通知があったときは、速やかに委託費の精15
算を行い、使用実績を詳細に記載した委託費精算書を作成しなければならない。

（委託業務完了報告書の提出）

第 条 乙は、前条の規定による委託費精算書を作成したときは、速やかに委託業16
務完了報告書に委託費精算書を添えて甲に提出しなければならない。

（委託費の確定）

第 条 甲は、前条の規定による委託業務完了報告書を受理したときは、その内容17
を調査し適正と認めたときは、第 条の規定による限度額の範囲内で委託費の額3
を確定しなければならない。

２ 甲は、前項の規定による額の確定を行ったときは、遅滞なくその旨を乙に通知

しなければならない。

（成果品の引渡）

第 条 乙は前条第２項の規定による通知があったときは、速やかに成果品を甲に18
引渡すものとする。

（委託費の請求・支払）

第 条 乙は、第 条第２項の規定による通知があったときは、確定額について支19 17
払請求書を甲に提出するものとし、甲は適法な請求書を受理した日から起算して

日以内に支払うものとする。30

２ 前項の請求額は、甲が既に乙に対して概算払を行っている場合は、確定額と概

算払額との差額とする。

（物品の返還）

第 条 乙は、委託業務の終了後、又は契約が解除された場合には、物品目録を甲20
に提出し、甲の指示に従って物品を返還するものとする。
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第３章 計画変更等

（計画変更・中止）

第 条 甲は、必要がある場合には、委託内容を変更し又は委託業務を一時中止さ21
せることができる。この場合において、委託費の限度額又は履行期限を変更する必

要があるときは、甲乙協議してこれを定めるものとする。

（履行期限の延長）

第 条 乙は、乙の責に帰することができない事由、その他の正当な事由により履22
行期限内に委託業務を完了することができないときは、甲に対し遅滞なくその事由

を明らかにした書面をもって、履行期限の延長を求めることができる。

この場合における延長日数は、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

（計画変更の承認）

第 条 乙は、契約書に記載された事項、又は実施計画書に記載された内容を変更23
しようとするときは、変更承認申請書を甲に提出し、その承認を受けなければなら

ない。

２ 甲は、前項の規定による変更承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、

適正と認めたときは遅滞なくこれを承認しなければならない。

(部分引渡し)

第 条 乙は、成果品の一部分が完了し、かつ、可分なものであるときは、甲の承24
諾を得て、当該成果品の一部を引渡すことができる。この場合において、第 条13
を準用し 同条 設計が完了 を 設計の部分完了 とし 設計完了報告 を 部、 「 」 「 」 、「 」 「

分引渡し報告書」と読み替え適用する。

前項の規程は、第 条及び同条項に基づく他の条項には適用しない。2 15

第４章 契約解除・違約金等

（甲の解除権）

第 条 甲は、次の各号の一に該当する場合には、この契約の全部又は一部を解除25
することができる。

（１）乙の責に帰すべき事由により期限内又は期限経過後、相当の期間内に乙がこ

の契約の全部又は一部を履行する見込みがないとき。
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（２）乙が、この契約に定める義務に違反し、その違反によって契約の目的を達す

る見込みがないとき。

（３）乙又はその使用人が、甲の行う監督若しくは調査に対し、不正行為を行い、

又はその執行を妨げたとき。

（４）甲の都合により、契約の解除を必要とするとき。

（乙の解除権）

第 条 乙は、次の各号の一に該当する場合には、この契約の全部又は一部を解除26
することができる。

（１）甲が、この契約に定める義務に違反し、その違反によって契約の目的を達す

る見込みがないとき。

（２）第 条の規定による甲との協議が整わないとき。21

（違 約 金）

第 条 甲は、第 条第 号から第 号までの規定により、この契約の全部又は27 25 1 3
100一部を解除した場合は、解除部分に対する金額（実施計画書により算定）の

分の に相当する金額を乙から違約金として徴収するものとする。10

２ 乙は、前条第１号の規定により、この契約の全部又は一部を解除した場合は、

解除部分に対する金額（実施計画書により算定）の 分の に相当する金額を100 10
甲から違約金として徴収するものとする。

（損害賠償の請求）

第 条 乙は、この契約が第 条第４号又は第 条第２号の規定により解除され28 25 26
、 、 。た場合で 乙に損害が生じたときは 甲に対しその損害を請求することができる

２ 前項に規程する損害賠償の額は、甲乙協議して定める。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第 条 乙の責に帰する事由により、履行期限までに委託業務を完了することがで29
きない場合において、期限経過後相当の期間内に完了する見込みがあると認めた

ときは、甲は乙から損害金を徴収して履行期限を延長することができる。

２ 前項の損害金の額は、委託費から設計の既済部分に対する委託費相当額を控除

、 、 ． 。した額につき 遅延日数に応じ 年 ５ ０パーセントの割合で計算した額とする
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（遅滞利息）

第 条 甲の責により第 条の支払いが遅れたときは、乙は、未受領額につき遅延30 19
日数に応じ年３．６パーセントの割合で計算した額の遅延利息を請求することが

できる。この額が１００円未満であるとき、又はその金額に、１００円未満の端

数があるときは、１００円未満の金額は切り捨てるものとする。

（一般的損害）

第 条 成果品の引渡し前に、成果品に生じた損害は乙の負担とする。ただし、甲31
の責に帰する事由により生じた損害については、この限りではない。

（第三者に及ぼした損害）

第 条 乙は、設計の実施について第三者に損害を及ぼしたときは、その賠償の責32
を負う。但し、甲の責に帰する事由により生じた場合においては、甲がその責を

負うものとする。

（天災その他不可抗力による損害）

第 条 天災その他不可抗力によって、成果品の引渡し前に滅失等により全部、又33
は一部について損害が生じた場合、乙は、事実発生後、遅滞なくその状況を甲に

報告しなければならない。

２ 前項の損害で重大と認められるものについて、乙が善良な管理者の注意をなし

たと認められるときは、その損害額のうち甲の委託に係わる部分の額を甲が負担

する。この場合において、乙が火災保険その他の損害をてん補するものがあると

きは、それらのてん補を損害額から控除した額とする。

３ 第２項の甲が負担すべき額は、甲乙協議して定める。

（違約金等の相殺）

、 、第 条 甲は 乙の納付すべき違約金及び損害金を甲が支払うべき金額から控除し34
なお、不足を生ずるときは、更に、乙から追徴するものとする。

２ 乙は、前項の規定により追徴すべき金額を甲が指定する期限までに納付しない

ときは、その遅延日数について年５．０パーセントの割合の遅滞金を甲に納付し

なければならない。
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（瑕疵担保）

第 条 乙は、甲に引渡した成果品の「瑕疵」について、担保の責を負うものとす35
る。ただし、甲の指示した事項によって生じた「瑕疵」については担保の責を負

わないものとする。

２ 甲は、乙に対して相当の期間を定めて「瑕疵」の修補を請求し、又は修補に代

え若しくは修補とともに当該「瑕疵」により通常生ずべき損害に対する損害賠償

を請求できるものとする。

３ 前項に定める「瑕疵」についての担保期間は第 条の規定による引渡しの日か18
ら３年とする。ただし 「瑕疵」が、乙及び請負者の故意又は、重大な過失により、

生じた場合には、当該期間は１０年とする。

４ 甲は 「瑕疵」を発見した場合には、遅滞なく乙に通知するものとする。、

５ 第２項に規定する損害賠償の額は、甲乙協議して定める。

第 章 雑 則5

（部分使用）

第 条 甲は、第 条の規定による成果物の引渡し前においても、成果物の一部を36 18
乙の書面による同意を得て、使用することができる。

２ 前項の場合においては、甲は善良な管理者の注意をもって使用しなければなら

ない。

、 、 、３ 甲は 第１項の使用により 乙に損害を及ぼし又は乙の費用が増加したときは

その損害を賠償し又は増加費用を負担しなければならない。この場合における賠

償額又は負担額は、甲乙協議して定める。

（特許権等の使用）

第 条 乙は、この契約の履行に当たり第三者の有する特許権、実用新案権又は意37
匠権に係わる実施上の責任を負うものとする。

（法令等の遵守）

第 条 乙は、この契約の履行に当たり、諸法令に違反してはならない。38

（紛争の解決）

、 、第 条 この契約について紛争を生じた場合 双方の協議により解決しないときは39
甲又は乙から甲の事務所の所在地を管轄する地方裁判所に調停の申立てをするも

のとする。
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（その他の事項）

第 条 この契約書に定めていない事項及び疑義を生じた事項については、その都40
度甲乙協議のうえ定めるものとする。

上記契約の証として本書 通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自 通を保有する。2 1

平成○○年○○月○○日

1 5（甲） 東京都千代田区九段南１－ －１

支出負担行為担当官

東 京 航 空 局 長 ○ ○ ○ ○

（乙） ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



（案）

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分設計委託 実施計画書
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実 施 計 画 書

、 （ ）本計画書は 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル設計委託契約書第 条1 2
に基づき、委託業務を実施するための大網を示すものである。

委託に係わる事務内容

１ 甲の委託に係わる事務内容

（１）設計請負契約の締結

（２）設計の完了確認

（３）委託費の支払等の事務

（４ （１）～（３）に掲げる事務に付帯する事務）

２ 委託費の経費の配分

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分設計委託契約書（以下

「契約書」という ）第３条第 項の経費の配分を次のとおりとする。。 2

費 目 平成 年度 平成 年度 合 計

設計費

間接費

消費税

合 計

３ 委託業務の実施方法

（１） 一 般 事 項

イ 甲は、委託業務の実施にあたり、指導・監督を行う調査職員及び

、 。検査を行う検査職員を定め書面をもって 乙に通知するものとする

ロ 乙は、契約書第 条に定めた業務着手報告書を契約締結後 日9 10
以内に甲に提出しなければならない。

ハ 乙は、甲と設計の実施に関する事項について連絡を密にするもの

とする。

ニ 乙は、本計画の実施にあたり、方法・期間等を考慮し、分離発注と

することができる。
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ホ 乙は、特殊な材料、工法等の採用にあたっては、事前に甲と協議す

るものとする。

（２）設計に関する事項

イ 乙は、本計画の実施にあたり、技術上の管理を行う主任技術者を

定め、書面をもって甲に通知するものとする。

、 、ロ 乙は 設計契約後 日以内に設計着手報告書に次の書類を添えて20
甲に提出するものとする。

検査職員等通知書（写） 設 計 工 程 表 （写）

契 約 書（写） 主 任 技 術 者 届 （写）

入 札 経 過 調 書（写） 設 計 仕 様 書 （写）

着 手 届（写） 請負代金内訳書 （写）

ハ 乙は、設計の実施にあたり疑義が生じた場合、設計変更の必要が

生じた場合、工程が遅延した場合及び設計の遂行が困難となった場

合は、速やかに甲と協議するものとする。

ニ 乙は、設計が完了したときは、速やかに設計完了報告書に次の書

類を添えて甲に提出するものとする。

完成届（写） ２部

検査調書（写） ２部

設計図（写） 二つ折製本 － 版 部A 3 3
設計図（写） 黒表紙金文字 － 版 部A 4 3
設計計画概要書（財産区分図・官公面積計算書を含む） 部3
概算額内訳明細書 部3
計画工程表（写） 部3
仕様書（写） 部3
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４ 事業内容

甲の委託に係わる官庁部分の事業内容は、下記のとおりとする。

イ 建築関係

①主要構造

主要部分の構造は下記のとおりとする。

地階部分 地上部分 備 考

②室内仕上げは下記を標準とする。

室 名 床 腰 壁 壁 天 井

事 務 室 － 石膏ボード 岩綿吸音板タイルカーペット EP
旅具等検査場 ラバータイル － 石膏ボードビニルクロス 岩綿吸音板

電 気 室 防塵塗料 モルタル 薄付け仕上げ塗材 化粧石膏ボード

吸音材ガラスクロス押機 械 室 防塵塗料 モルタル 吸音材ガラスクロス押え

倉 庫 モルタル － モルタル 化粧石膏ボード

廊 下 ビニルタイル － 石膏ボード 岩綿吸音板EP

但し特殊用途の仕様は別途打ち合わせるものとする。

③外 装

外装及び屋根については、鉄筋コンクリート製又は金属製を原則

とし防音、防水に関して考慮する。

④建 具

内部建具は木製又は鋼製軽量建具とし、外部建具は金属製を原則

とする。

ロ 電気設備

①電源設備

受変電設備（自家発電設備、監視設備、幹線等）については、別

途打ち合わせによる。

②照明設備

各室内の平均照度は を標準とし、特殊用途の仕様は別途打ちJIS
合わせによる。
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③コンセント設備

コンセント設備は国土交通省標準により設置するが、位置、個数

については別途打ち合わせる。なお、特殊用途のコンセントについ

ては別途打ち合わせによる。

ハ 通信設備

①電気時計設備

親時計、子時計の個数及び設置位置については、別途打ち合わ

せによる。

②電話配管設備

電話配管設備の主装置、個数、設置位置については別途打ち合

わせによる。

③自動火災報知器

自動火災報知器、非常放送設備等の主装置、個数、設置位置につ

いては別途打ち合わせによる。

④放送設備

放送設備の主装置、個数、設置位置については別途打ち合わせに

よる。

⑤特殊通信設備

特殊用途の通信配管、設備等については別途打ち合わせによる。

ニ 給排水衛生設備

①衛生設備

室内手洗器は国土交通省標準に基づき設置する。特殊用途の仕

様については､別途打ち合わせによる。

②給水排水設備

特殊用途の給排水は別途打ち合わせによる。

③屋内消火栓

屋内消火栓等は消防法等の関係法令に基づき設置する。
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ホ 空気調和及び換気、排煙設備

①空気調和設備

空気調和の供給時間は、下記を原則とし送風系統を考慮する。

00:00 00:00一般事務室 ～

00:00 00:00業務室 ～

00:00 00:00検査場待合所 ～

但し特殊用途については別途打ち合わせによる｡

②換気設備

換気設備は、地階、書庫、便所、湯沸室、その他業務上換気を必

要とする場所に限り設置する。

③排煙設備

排煙設備は建築基準法等の関係法令に基づき設置する。

ヘ 昇降設備

①昇降設備

、 、エレベーター エスカレーター等の基数及び設置位置については

別途打ち合わせによる。

５ 様式等

契約書及び実施計画書に関する必要書類の規格、提出部数及び様式は別

表及び様式による。

６ その他

本計画書に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、別途甲乙協議する

ものとする。
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（別 表）

書 類 添 付 書 類 規 格 提出部数 様 式

- 1業 務 着 手 報 告 書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 2主 任 技 術 者 届 様式

- 3計画実施工程表 様式

- 4実施計画承認申請書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 5委託費使用計画書 様式

- 6設 計 工 程 表 様式

- 7設 計 着 手 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

（ ）検査職員等通知書 写

（ ）設 計 仕 様 書 写

（ ）契 約 書 写

（ ）入札経過調書 写

（ ）着 手 届 写

（ ）設 計 工 程 表 写

（ ）主任技術者届 写

（ ）請負代金内訳書 写

- 8中 間 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

- 9部 分 引 渡 し 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

※－１設計図（写） Ａ－３ 部3
※－２設計図（写） Ａ－４ 部3

仕様書（写） Ａ－４ 部3
計画工程表（写） Ａ－４ 部3
概算額内訳明細書 Ａ－ 部3 3
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（ ）別 表

書 類 添 付 書 類 規 格 提出部数 様 式

- 10設 計 完 了 報 告 書 ２ 部 様式

完 成 届(写) Ａ－４ ２ 部

検 査 調 書(写) Ａ－４ ２ 部

写 ※－１設 計 図 Ａ－３ 部（ ） 3
※－２設 計 図 写 Ａ－ 部（ ） 4 3

仕 様 書 写 Ａ－４ 部（ ） 3
計 画 工 程 表 写 Ａ－４ 部（ ） 3
概算額内訳明細書 Ａ－４ 部3
設計計画概要書 Ａ－３ 部3

- 11委託業務完了報告書 Ａ－４ 様式

委 託 費 精 算 書 Ａ－３ 部3

- 12実施計画変更承認申請書 Ａ－４ 部3 様式

- 13変 更 理 由 書 Ａ－４ 様式

- 14変 更 計 画 書 Ａ－４ 様式

※－１

Ａ－３版(見開きＡ－２版）表紙及び背に件名印字

※－２

Ａ－４版(見開きＡ－３版）表紙及び背に件名印字
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様式 － １

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

業 務 着 手 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空国際線旅客ター

ミナルビル官庁部分設計委託契約書」第９条の規程に基づき、別紙のとおり

業務に着手したので報告します。

記

１ 着手年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 主 任 技 術 者 届

計 画 実 施 工 程 表
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様式 －２

主 任 技 術 者 届

件 名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分設計委託

平成 年度

契 約 番 号 第 号

職 名 氏 名

主任技術者

上記の者を主任技術者と定め受託業務の一切を処理させますから

お届けします。

平成 年 月 日
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様式 －３

計 画 実 施 工 程 表

着 手 平成 年 月 日

完 了 平成 年 月 日

件 名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分設計委託

種 目 別 着手年月日 完了年月日 所要日数

． 設計費1
平成 年 月下旬 平成 年 月下旬設 計

． 平成 年 月上旬 平成 年 月下旬2 事 務 費
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様式 －４

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

実 施 計 画 承 認 申 請 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客タ

ミナルビル官庁部分設計委託契約書」第 条の規定に基づき、別添のとおり実施10

したいので承認を受けたく申請します。
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様式 － ５

委 託 費 使 用 計 画 書

（単位：千円）

区 分 合 計 平成 年度 平成 年度 備考

設 計

設計費

事務費

消費税

（計）
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様式 － ６

設 計 工 程 表

平成 年度 平成 年度 備 考区 分

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

設 計
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様式 －７

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

設 計 着 手 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画書

の３の（２）のロに基づき、下記のとおり設計に着手したので報告します。

記

１ 設 計 件 名

２ 設計着手年月日 平成 年 月 日

３ 請 負 者

４ 添 付 書 類

検査職員等通知書（写） 契 約 書（写）

入 札 経 過 調 書（写） 着 手 届（写）

設 計 工 程 表（写） 主任技術者届（写）

設 計 仕 様 書（写）

請 負 代 金 内 訳 書（写）
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8様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

中 間 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第 条の規程に係わる委託業務の12
実施状況について、下記のとおり報告します。

記
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9様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

部分引渡し報告書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第 条の規程により、下記のと24
おり設計の一部が完了したので報告します。

記

１ 部分引渡し年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類

設計図（写）二つ折製本

設計図（写）黒表紙金文字製本

仕様書（写）

概算額内訳明細書

計画工程表（写）
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10様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

設計完了報告書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画

（ ） 、 。書の３の ２ のニに基づき 下記のとおり設計が終了したので報告します

記

１ 設計完了年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類

完成届（写）

検査調書（写）

設計図（写）二つ折製本

設計図（写）黒表紙金文字製本

仕様書（写）

概算額内訳明細書

計画工程表（写）

設計計画概要書
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11様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

委託業務完了報告書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第１６条の規程に基づき、下記

のとおり業務が完了したので報告します。

記

１ 工事完了年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 受託費精算書
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12様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

実施計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分設計委託契約書」第 条の規程に基づき、下記の23
とおり変更したいので、承認を受けたく申請します。

記

１ 変更事由 別添変更理由書のとおり

２ 変更内容 別添変更計画書のとおり
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13様式 －

変 更 理 由 書
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14様式 －

変 更 計 画 書

（委託費の額）

単位：千円

区 分 原契約 変更契約

委託費限度額

（委託費の額）

単位：千円

区 分 変 更 前 変 更 後

費 目 平成 年度 平成 年度

設計費

間接費

消費税

合 計



（案）

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル
官庁部分建設委託契約書
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建 設 委 託 契 約 書

国土交通省東京航空局と○○○○との間において締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託に関する協定書」に基づき、支出負担行為担当官東京

（ 「 」 。） （ 「 」 。）航空局長○○○○ 以下 甲 という と○○○○○ ○○○○ 以下 乙 という

との間に、次の条項により契約を締結する。

第１章 総 則

（委託業務）

第１条 甲は、甲の専有部分及び共有部分のうち、甲の持分（以下「官庁部分」とい

う ）の施設の工事に係わる業務を下記のとおり乙に委託する。。

（１）委託件名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分建設委託

（２）委託内容 委託に係わる事務内容、経費の配分、事業内容及び業務の実

施方法等は、別途定める実施計画書による。

（３）履行期限 平成○○年○○月○○日まで

（委託業務の実施）

第２条 乙は、甲の委託に係わる官庁部分の業務（以下「委託業務」という ）をこ。

の契約書に定めるもののほか、実施計画書により実施しなければならない。当該

契約書及び実施計画書に記載された内容が変更されたときも同様とする。

前項の規定は、乙が委託業務の全部又は一部を第三者に請負わせ、又は委任し2
た場合（この業務を行うものを以下「請負者」という ）においても適用する。。

（委託費の額）

第３条 委託業務の実施に要する経費として、甲が乙に支払う額（以下「委託費」

という ）は、金 ○○○○ 円を限度とする。。

２ 乙は、委託費を実施計画書に記載された経費の配分に従って使用しなければな

らない。当該経費の配分が変更されたときも同様とする。

３ 乙は、第１項の委託費をこの契約に係わる委託業務以外に充当使用してはなら

ない。
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（概 算 払）

第４条 乙は、委託費のうち、乙が請負者に代金の一部を支払う場合、又は乙が請

負者から工事目的物の引渡しを受けその代金を支払う場合は、当該支払額に対応

する甲からの委託費の範囲内で、かつ、財務大臣との協議の整った範囲内の額に

ついて概算払を甲に請求することができる。

２ 甲は、乙から前項の概算払金の請求を受けたときは、適法な請求書を受理した

日から起算して３０日以内に支払うものとする。

（委託業務の会計処理）

第５条 乙は、委託費について、他の経費と区別して整理し、その内容を明らかに

しておかなければならない。

２ 乙は、その内容を証する証拠書類を整理して保管しなければならない。

３ 甲は、必要があると認める場合は、前項に係わる証拠書類を調査できるものと

し、乙はこれに協力しなければならない。

（債権譲渡・担保等の制限）

第６条 乙は、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。ただし、あらかじめ甲

の書面による承認を受けた場合はこの限りではない。

（ ） 、 。１ この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し 又は承継させること

（２）引渡し前の工事物件を第三者に譲渡し、貸し付け又は質権その他の担保物件

を設定すること。

２ 甲は、前項に掲げる行為が、この契約の履行上支障がなく、かつ、特に必要が

あると認められる場合は、これを承認することができる。

３ 前２項の規定は、乙が請負者に承認する場合において準用する。この場合にお

いて引渡し前を工事中と読み替える。

（請負者の一括委任又は一括下請負の禁止）

第７条 乙は、委託業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。ただし、

第三者への委託が委託業務の一部であり、あらかじめ相手方の住所、氏名、委託

を行う業務の範囲、必要性及び契約金額について記載した書類により甲の承認を

得た時はこの限りでない。また、相手方の変更等が生じた場合も同様の措置とす

る。
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（物品の管理）

第８条 乙は、事務費により取得した器具、備品等の物品（以下「物品」という ）。

については、善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。

第２章 委託業務の着手・完了・精算

（委託業務の着手）

第 条 乙は、委託業務契約の締結後、速やかに、委託業務を進めるための業務着9
、 。手報告書に主任技術者届等の必要な書類を添えて 甲に提出しなければならない

（実施の承認）

第 条 乙は、官庁部分の工事の実施に当たっては、あらかじめ甲と協議を行い第10
条の限度額に対する委託費使用計画書及び工事工程表等工事の実施に必要な書3

類を甲に提出し、甲の承認を受けなければならない。

２ 甲は、前項の承認をしたときは、遅滞なくその旨を乙に通知しなければならな

い。

（委託業務の指導・監督）

第 条 甲は、必要に応じ、自ら、又は係員を派遣して、委託業務の指導監督をす11
。 、 、 。るものとする ただし 請負者に対する指導監督は 乙を通じて行うものとする

（中間報告書の提出）

第 条 甲は、必要があると認める場合には、乙に対し、委託業務の実施状況につ12
いて、中間報告書の提出を求めることができるものとする。

（工事完了報告）

第 条 乙は、官庁部分の工事が完了したときは、速やかに工事完了報告書を甲に13
提出しなければならない。

（委託業務物件の受領検査）

第 条 甲は、前条の規定による工事完了報告書を受理した日から起算して 日以14 10
内に乙の立ち会いを得て、工事物件の受領検査を行うものとする。

２ 前項の検査に合格したときは、甲は遅滞なくその旨を乙に通知しなければなら

ない。
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３ 第１項の検査に合格しないときは、乙は、甲の指示に従い遅滞なく修補し、甲

の再検査を受けなければならない。この場合において、修補の完了を工事の完了

とみなして前項の規定を適用する。

（委託費精算書の作成）

第 条 乙は、前条第２項の規定による通知があったときは、速やかに委託費の精15
算を行い、使用実績を詳細に記載した委託費精算書を作成しなければならない。

（委託業務完了報告書の提出）

第 条 乙は、前条の規定による委託費精算書を作成したときは、速やかに委託業16
務完了報告書に委託費精算書を添えて甲に提出しなければならない。

（委託費の確定）

第 条 甲は、前条の規定による委託業務完了報告書を受理したときは、その内容17
を調査し適正と認めたときは、第 条の規定による限度額の範囲内で委託費の額3
を確定しなければならない。

２ 甲は、前項の規定による額の確定を行ったときは、遅滞なくその旨を乙に通知

しなければならない。

（建設物件の引渡）

第 条 乙は前条第２項の規定による通知があったときは、速やかに建設物件引渡18
書を甲に提出するものとする。ただし、建設物件の引渡し方法等については、甲

乙別途協議するものとする。

（委託費の請求・支払）

第 条 乙は、第 条第２項の規定による通知があったときは、確定額について支19 17
払請求書を甲に提出するものとし、甲は適法な請求書を受理した日から起算して

日以内に支払うものとする。30

２ 前項の請求額は、甲が既に乙に対して概算払を行っている場合は、確定額と概

算払額との差額とする。

（物品の返還）

第 条 乙は、委託業務の終了後、又は契約が解除された場合には、物品目録を甲20
に提出し、甲の指示に従って物品を返還するものとする。
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第３章 計画変更等

（計画変更・中止）

第 条 甲は、必要がある場合には、委託内容を変更し又は委託業務を一時中止さ21
せることができる。この場合において、委託費の限度額又は履行期限を変更する必

要があるときは、甲乙協議してこれを定めるものとする。

（経済情勢等の変動による委託費の限度額の変更）

第 条 甲及び乙は、この契約の締結後、この契約の委託費の限度額を構成する費22
目の価格等が法令等により設定、改定若しくは廃止されたとき又は著しい経済情勢

の変動があったときは、相手方に対して書面をもって委託費の限度額又は委託内容

の変更を求めることができる。

２ 甲又は乙は、前項の規定による請求があったときは、変更すべき委託費の限度額

又は委託内容を甲乙協議して定めることができる。

（履行期限の延長）

第 条 乙は、乙の責に帰することができない事由、その他の正当な事由により履23
行期限内に委託業務を完了することができないときは、甲に対し遅滞なくその事由

を明らかにした書面をもって、履行期限の延長を求めることができる。

この場合における延長日数は、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

（計画変更の承認）

第 条 乙は、契約書に記載された事項、又は実施計画書に記載された内容を変更24
しようとするときは、変更承認申請書を甲に提出し、その承認を受けなければなら

ない。

２ 甲は、前項の規定による変更承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、

適正と認めたときは遅滞なくこれを承認しなければならない。

第４章 契約解除・違約金等

（甲の解除権）

第 条 甲は、次の各号の一に該当する場合には、この契約の全部又は一部を解除25
することができる。

（１）乙の責に帰すべき事由により期限内又は期限経過後、相当の期間内に乙がこ

の契約の全部又は一部を履行する見込みがないとき。
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（２）乙が、この契約に定める義務に違反し、その違反によって契約の目的を達す

る見込みがないとき。

（３）乙又はその使用人が、甲の行う監督若しくは調査に対し、不正行為を行い、

又はその執行を妨げたとき。

（４）甲の都合により、契約の解除を必要とするとき。

（乙の解除権）

第 条 乙は、次の各号の一に該当する場合には、この契約の全部又は一部を解除26
することができる。

（１）甲が、この契約に定める義務に違反し、その違反によって契約の目的を達す

る見込みがないとき。

（２）第 条の規定による甲との協議が整わないとき。21

（違 約 金）

第 条 甲は、第 条第 号から第 号までの規定により、この契約の全部又は27 25 1 3
100一部を解除した場合は、解除部分に対する金額（実施計画書により算定）の

分の に相当する金額を乙から違約金として徴収するものとする。10

２ 乙は、前条第１号の規定により、この契約の全部又は一部を解除した場合は、

解除部分に対する金額（実施計画書により算定）の 分の に相当する金額を100 10
甲から違約金として徴収するものとする。

（損害賠償の請求）

第 条 乙は、この契約が第 条第４号又は第 条第２号の規定により解除され28 25 26
、 、 。た場合で 乙に損害が生じたときは 甲に対しその損害を請求することができる

２ 前項に規程する損害賠償の額は、甲乙協議して定める。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第 条 乙の責に帰する事由により、履行期限までに委託業務を完了することがで29
きない場合において、期限経過後相当の期間内に完了する見込みがあると認めた

ときは、甲は乙から損害金を徴収して履行期限を延長することができる。

２ 前項の損害金の額は、委託費から工事の既済部分に対する委託費相当額を控除

した額につき、遅延日数に応じ、年５．０パーセントの割合で計算した額とす

る。
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（遅滞利息）

第 条 甲の責により第 条の支払いが遅れたときは、乙は、未受領額につき遅滞30 19
日数に応じ年３．６パーセントの割合で計算した額の遅滞利息を請求することが

できる。この額が１００円未満であるとき、又はその金額に、１００円未満の端

数があるときは、１００円未満の金額は切り捨てるものとする。

（一般的損害）

第 条 建設物件の全部又は一部の引渡し前に、建設物件又は工事材料について生31
じた損害その他工事の施工に関して生じた損害は、乙の負担とする。ただし、甲

の責に帰する事由により生じた損害については、この限りでない。この場合にお

いて、火災保険その他損害をてん補するものがあるときは、甲乙協議して甲の負

担額を定めるものとする。

（第三者に及ぼした損害）

第 条 乙は、工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、その賠償の責32
を負う。ただし、甲の責に帰する事由により生じた場合においては、甲がその責

を負うものとする。この場合において、火災保険その他損害をてん補するものが

あるときは、甲乙協議して甲の負担額を定めるものとする。

（天災その他不可抗力による損害）

第 条 天災その他不可抗力によって、工事の既済部分、工事仮設物、工事現場に33
、 、搬入した検査済み工事材料又は建設機械器具に関して損害を生じたときは 乙は

事実発生後、遅滞なくその状況を甲に通知しなければならない。

２ 前項の損害で重大と認められるものについて、乙が善良な管理者の注意をなし

たと認められるときは、その損害額のうち甲の委託に係わる部分の額を甲が負担

する。この場合において、乙が火災保険その他の損害をてん補するものがあると

きは、それらのてん補を損害額から控除した額とする。

３ 天災その他の不可抗力によって生じた損害の取片づけに要する費用は、甲及び

乙がこれを負担する。

４ 第２項及び第３項の甲が負担すべき額は、甲乙協議して定める。

（違約金等の相殺）

、 、第 条 甲は 乙の納付すべき違約金及び損害金を甲が支払うべき金額から控除し34
なお、不足を生ずるときは、更に、乙から追徴するものとする。
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２ 乙は、前項の規定により追徴すべき金額を甲が指定する期限までに納付しない

ときは、その遅延日数について年５．０パーセントの割合の遅滞金を甲に納付し

なければならない。

（瑕疵担保）

第 条 乙は、甲に引渡した工事物件の「瑕疵」について、担保の責を負うものと35
する。ただし、甲の指示した事項によって生じた「瑕疵」については担保の責を

負わないものとする。

２ 甲は、乙に対して相当の期間を定めて「瑕疵」の修補を請求し、又は修補に代

え若しくは修補とともに当該「瑕疵」により通常生ずべき損害に対する損害賠償

を請求できるものとする。

３ 前項に定める「瑕疵」についての担保期間は第 条の規定による引渡しの日か18
ら２年とする。ただし 「瑕疵」が、乙及び請負者の故意又は、重大な過失により、

生じた場合には、当該期間は１０年とする。

４ 甲は 「瑕疵」を発見した場合には、遅滞なく乙に通知するものとする。、

５ 第２項に規定する損害賠償の額は、甲乙協議して定める。

第 章 雑 則5

（臨機の措置）

第 条 乙は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置を執らな36
ければならない。この場合において、乙はあらかじめ甲の意見を求めなければな

らない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときにはこの限りでない。

２ 前項の場合においては、乙は、その執った措置の内容を遅滞なく甲に報告しな

ければならない。

３ 甲は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、乙に対し

て所要の臨機の措置をとることを求めることができる。

４ 第１項又は前項の措置に要した費用及びその負担については、甲乙協議して定

める。

（部分使用）

第 条 甲は、第 条の規定による工事物件の引渡前においても工事目的物の全部37 18
又は一部を乙の書面による同意を得て、無償で使用することができる。
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２ 前項の場合においては、甲はその使用部分を善良な管理者の注意をもって使用

しなければならない。

、 、 、３ 甲は 第１項の使用により 乙に損害を及ぼし又は乙の費用が増加したときは

その損害を賠償し又は増加費用を負担しなければならない。この場合における賠

償額又は負担額は、甲乙協議して定める。

（特許権等の使用）

第 条 乙は、この契約の履行に当たり第三者の有する特許権、実用新案権又は意38
匠権に係わる実施上の責任を負うものとする。

（法令等の遵守）

第 条 乙は、この契約の履行に当たり、諸法令に違反してはならない。39

（紛争の解決）

、 、第 条 この契約について紛争を生じた場合 双方の協議により解決しないときは40
甲又は乙から甲の事務所の所在地を管轄する地方裁判所に調停の申立てをするも

のとする。

（その他の事項）

第 条 この契約書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、その都度41
甲乙協議のうえ定めるものとする。
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上記契約の証として本書 通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自 通を保有する。2 1

平成○○年○○月○○日

（甲） 東京都千代田区九段南１丁目１番１５号

支出負担行為担当官

東 京 航 空 局 長 ○ ○ ○ ○

（乙） ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



（案）

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分建設委託 実施計画書
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実 施 計 画 書

本計画書は、東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書第

１条（２）に基づき、業務委託を実施するための大網を定めるものである。

委託に係わる事務内容

１ 甲の委託に係わる事務内容

（１）工事請負契約の締結

（２）工事監理

（３）工事竣工検査・完了の確認

（４）委託費の支払等の事務

（５ （１）～（４）に掲げる事務に付帯する事務）

２ 委託費の経費の配分

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書 以下 契（ 「

約書」という ）第３条第２項の経費の配分を次のとおりとする。。

金額単位：千円

費 目 合 計 平成 年度 平成 年度 平成 年度

工事費

間接費

消費税

合 計

３ 委託業務の実施方法

（１） 一 般 事 項

イ 甲は、委託業務の実施にあたり、指導・監督を行う監督職員及び

、 。検査を行う検査職員を定め書面をもって 乙に通知するものとする

ロ 乙は、契約書第 条に定めた業務着手報告書を契約締結後速やか9
に甲に提出しなければならない。

ハ 乙は、甲と工事の実施に関する事項について連絡を密にするもの

とする。
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ニ 乙は、本計画の実施にあたり、方法・期間等を考慮し、分離発注

（以下「工事」という ）することができる。。

ホ 乙は、特殊な材料、工法等の採用にあたっては、事前に甲と協議

するものとする。

（２）工事施工及び工事監理に関する事項

イ 乙は、工事の実施にあたり、指導・監督等を行う監督職員及び

検査職員を定め書面をもって甲に通知するものとする。

ロ 乙は、工事の実施にあたり、設計図書に基づく工事の施工のため

の詳細図等の作成及び交付又は乙の請負者が作成したこれらの図書

、 。 、及び工程表等必要な書類を提出させ 承認を行うものとする また

承認を行ったもののうち、必要と認められるものについては乙は、

甲にその旨を報告するものとする。

ハ 乙は、工事着手後、四半期毎に工事の進捗状況を甲に報告するも

のとする。

ニ 乙は、設計図書において立会若しくは見本検査を受けるものと指

定された工事材料及び立会のうえ施工するものと指定された工事に

ついては、当該立会若しくは検査のため職員を派遣し、立会若しく

は検査を行わせ、その結果を整理し、明確にしておくものとする。

また、設計図書において見本又は工事写真等の記録を整理すべき

ものと指定されたものについても、当該記録を整理し、明確にして

おくものとする。

、 、 、 、ホ 乙は 工事監理に係る日誌を備え 勤務状況 業務内容を整理し

明確にしておくものとする。

、 、ヘ 乙は 工事契約後 日以内に工事着手報告書に次の書類を添えて20
甲に提出するものとする。

検査職員等通知書（写） 工事工程表（写）

契約書（写） 現場代理人・主任技術者届（写）

入札経過調書（写） 請負代金内訳書（写）

工事着工届（写） 工事発注図面製本
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ト 乙は、工事の実施にあたり、疑義が生じた場合、設計変更の必要

が生じた場合、工程が遅延した場合及び工事の遂行が困難となった

場合は、速やかに甲と協議するものとする。

チ 乙は、工事が完了したときは、速やかに工事完了報告書に次の書

類を添えて甲に提出するものとする。

完成図面製本 完 成 図 書

竣工検査報告書 自主検査書

完成届（写）

リ 乙は、全ての工事が完了したときは、速やかに全工事完了報告書

に次の書類を添えて甲に提出するものとする。

完成図面製本（黒表紙・縮刷版）

完成写真

４ 事業内容

甲の委託に係わる官庁部分の事業内容は、国際線旅客ターミナルビル新

築工事（設備工事を含む）とし、その範囲等は別添図面による。

５ 様式等

実施計画書に関する必要書類の規格、提出部数及び様式は、原則として

別表及び様式による。

６ その他

本計画書に定めのない事項又は疑義を生じた場合においては、別途甲乙

協議するものとする。
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（ ）別 表

書 類 添 付 書 類 規 格 提出部数 様 式

- 1業 務 着 手 報 告 書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 2主任技術者届 様式

- 3計画実施工程表 様式

- 4実施計画承認申請書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 5委託費使用計画書 様式

- 6工 事 工 程 表 様式

- 7工 事 着 手 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

（ ）検査職員等通知書 写

（ ）契 約 書 写

入札経過調書 (写)

（ ）工 事 着 工 届 写

（ ）工 事 工 程 表 写

（ ）現場代理人届 写

（ ）主任技術者届 写

（ ）請負代金内訳書 写

1工事発注図面製本 Ａ－３ ※－

- 8工 事 監 理 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

（ ）指 示 書 写

（ ）施 工 図 写

（ ）工 事 工 程 表 写

1※－

Ａ－３版(見開きＡ－２版）表紙及び背に件名印字

（ ）別 表
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書 類 添 付 書 類 規 格 提出部数 様 式

- 9進 捗 状 況 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

工事進捗写真

（ ）工 事 工 程 表 写

出来高報告書

- 10中 間 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

- 11工 事 完 了 報 告 書 Ａ－４ ２ 部 様式

※－２完成図面製本 Ａ－３

竣工検査報告書 Ａ－４

完 成 届 写 Ａ－４（ ）

※－３完 成 図 書 Ａ－４

自 主 検 査 書 Ａ－４

※－２

Ａ－３版(見開きＡ－２版）表紙及び背に件名印字

※－３

Ａ－４版(見開きＡ－３版）表紙及び背に件名印字
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（ ）別 表

書 類 添 付 書 類 規 格 提出部数 様 式

- 12全 工 事 完 了 報 告 書 ３ 部 様式

※－４完成図面製本（黒表紙） Ａ－４

※－５完 成 写 真 Ａ－４

- 13委託業務完了報告書 Ａ－４ ３ 部 様式

委託費精算書 Ａ－ ３ 部3

- 14建 設 物 件 引 渡 書 Ａ－４ 様式

- 15工 事 完 成 引 渡 書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 16実施計画変更承認申請書 Ａ－４ ３ 部 様式

- 17変 更 理 由 書 Ａ－４ 様式

- 18変 更 計 画 書 Ａ－４ 様式

※－４

黒色堅背表紙(背及び表紙に件名印字｢金文字｣）

Ａ－１図面をＡ－２に縮小し、Ａ－４サイズに折り込む

※－５

背及び表紙に件名記入
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様式 － １

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

業 務 着 手 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第９条の規程に基づき、別紙のと

おり業務に着手したので報告します。

記

１ 着手年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 主 任 技 術 者 届

計 画 実 施 工 程 表
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様式 －２

主 任 技 術 者 届

件 名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル

官庁部分建設委託

平成 年度

契 約 番 号 第 号

職 名 氏 名

主任技術者

上記の者を主任技術者と定め受託業務の一切を処理させますから

お届けします。

平成 年 月 日
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様式 －３

計 画 実 施 工 程 表

着 手 平成 年 月 日

完 了 平成 年 月 日

件 名 東京国際空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分建設委託

種 目 別 着手年月日 完了年月日 所要日数

． 工事費1
平成 年 月 日 平成 年 月 日建築工事

． 平成 年 月 日 平成 年 月 日2 事務費
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様式 －４

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

実 施 計 画 承 認 申 請 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第 条の規程に基づき、別添の10
とおり実施したいので承認を受けたく申請します。
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様式 － ５

委 託 費 使 用 計 画 書

（単位：千円）

区 分 合 計 平成 年度 平成 年度 平成 年度

新築工事

建築工事

工事費

事務費

消費税

（計）
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様式 － ６

工 事 工 程 表

区 分 平成 年度 平成 年度 平成 年度

新築工事

建築工事
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様式 －７

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

工 事 着 手 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画書

の３の（２）のへに基づき、下記のとおり工事に着手したので報告します。

記

１ 工 事 件 名

２ 工事着手年月日 平成 年 月 日

３ 請 負 者

４ 添 付 書 類

検査職員等通知書（写） 契 約 書（写）

入 札 経 過 調 書（写） 工 事 着 工 届（写）

工 事 工 程 表（写） 請負代金内訳書（写）

現場代理人・主任技術者届（写）

工事発注図面製本（二つ折）
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様式 －８

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

工 事 監 理 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画書

の３の（２）のロに基づき、別添のとおり承諾したので報告します。

記

１ 承認年月日 平成 年 月 日

２ 承 認 項 目

３ 添 付 書 類 指 示 書（写）

施 工 図（写）

工事工程表（写）
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様式 －９

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

進 捗 状 況 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画書

の３の（２）のハに基づき、下記のとおり報告します。

記

１ 件 名

２ 添付書類

出来高報告書

工事進捗写真

工事工程表（写）
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10様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

中 間 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第 条の規程に係わる委託業務の12
実施状況について、下記のとおり報告します。

記
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11様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

工事完了報告書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画

（ ） 、 。書の３の ２ のチに基づき 下記のとおり工事が完了したので報告します

記

１ 工事完了年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類

完成図面製本 完成届（写）

竣工検査報告書 自主検査書

完 成 図 書
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12様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

全 工 事 完 了 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第１条の規程に係わる実施計画

書の３の（２）のリに基づき、下記のとおり全工事が完了したので報告しま

す。

記

１ 全工事完了年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 完成図面製本（黒表紙・縮刷版）

完 成 写 真
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13様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

委 託 業 務 完 了 報 告 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第 条の規程に基づき、下記のと16
おり業務が完了したので報告します。

記

１ 完了年月日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 受託費精算書



- 20 -

14様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

建 設 物 件 引 渡 書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅客

ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第 条の規程に基づき、下記のと18
おり引渡しますので受領方願います。

記

１ 引 渡 年 月 日 平成 年 月 日

２ 添 付 書 類 工 事 完 成 引 渡 書
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15様式 －

工 事 完 成 引 渡 書

契 約 件 名

契 約 番 号

工 期 起 工 平成 年 月 日より

竣 工 平成 年 月 日まで

契 約 金 額 ￥ － (うち取引にかかる消費税及び地方消費税

の額￥ ）

官給品価格 ￥

完 成 図 面

上記工事が完了し給付の確認を得ましたので引渡しをいたします。

平成 年 月 日

受託者 住 所 ○○○○○

氏 名 ○○○○○

○○ ○○

東京航空局長殿

上記物件を現場において引受けました。表示物件は別紙のとおりです。

検査職員

,

保存主任事務取扱要領第 条の規定により、上記物件の立会を完了した。7

立会者 国有財産保存主任

,
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16様式 －

第 号○○○

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

東京航空局長 ○ ○ ○ ○ 殿

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

実施計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け第 号をもって締結した「東京国際空港国際線旅

客ターミナルビル官庁部分建設委託契約書」第 条の規程に基づき、下記の24
とおり変更したいので、承認を受けたく申請します。

記

１ 変更事由 別添変更理由書のとおり

２ 変更内容 別添変更計画書のとおり
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17様式 －

変 更 理 由 書
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18様式 －

変 更 計 画 書

（委託費の額）

単位：千円

区 分 原契約 変更契約

委託費限度額

単位：千円

区分 変更前 変 更 後 備考

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度項目 合 計

工事費

間接費

消費税

合 計



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

CIQCIQCIQCIQ施設条件書施設条件書施設条件書施設条件書    

    

    
本資料に記載する各施設規模は計算値であり本資料に記載する各施設規模は計算値であり本資料に記載する各施設規模は計算値であり本資料に記載する各施設規模は計算値であり    

設計段階において変更もあり得る設計段階において変更もあり得る設計段階において変更もあり得る設計段階において変更もあり得る    



 

 

１．諸室計画面積１．諸室計画面積１．諸室計画面積１．諸室計画面積                                                                                                                                                                            単位：㎡単位：㎡単位：㎡単位：㎡    
旅客ビル旅客ビル旅客ビル旅客ビル    

区分区分区分区分    CIQCIQCIQCIQ 棟棟棟棟    
出国出国出国出国    入国入国入国入国    その他その他その他その他    計計計計    

旅客ビル、旅客ビル、旅客ビル、旅客ビル、CIQCIQCIQCIQ 棟棟棟棟    
合計合計合計合計    

税関税関税関税関    3,2423,2423,2423,242    125125125125    ＊＊＊＊1111                                979979979979    ＊＊＊＊2222                                617617617617    1,7211,7211,7211,721    4,9634,9634,9634,963    
入管入管入管入管    1,5171,5171,5171,517    183183183183    565565565565    0000    748748748748    2,2652,2652,2652,265    
検疫検疫検疫検疫    333356565656    ＊＊＊＊3333                                        9999    517517517517    0000    526526526526    882882882882    
植物防疫植物防疫植物防疫植物防疫    767767767767    0000    56565656    0000    56565656    823823823823    
動物検疫動物検疫動物検疫動物検疫    750750750750    0000    32323232    0000    32323232    782782782782    

専専専専
用用用用
部部部部
分分分分    
小計小計小計小計    6,6326,6326,6326,632    317317317317    2,1492,1492,1492,149    617617617617    3,0833,0833,0833,083    9,7159,7159,7159,715    

共用諸室共用諸室共用諸室共用諸室    818818818818    ＊＊＊＊4444                                    80808080    0000    0000    80808080    898898898898    
合計合計合計合計    7,4507,4507,4507,450    397397397397    2,1492,1492,1492,149    617617617617    3,1633,1633,1633,163    10,61310,61310,61310,613    
そそそそ
のののの
他他他他    

便所、給湯室便所、給湯室便所、給湯室便所、給湯室    
通路、設備諸室通路、設備諸室通路、設備諸室通路、設備諸室    4,2164,2164,2164,216    ――――    ＊＊＊＊5555                                532532532532    3,1433,1433,1433,143    3,6753,6753,6753,675    7,8917,8917,8917,891    

総合計総合計総合計総合計    11111,6661,6661,6661,666    397397397397    2,6812,6812,6812,681    3,7603,7603,7603,760    6,8386,8386,8386,838    18,50418,50418,50418,504    

＊ 1111－検査場付随事務室（合計－検査場付随事務室（合計－検査場付随事務室（合計－検査場付随事務室（合計 905905905905 ㎡）の他、入国検査場内に設置されるパーサーカウンター（㎡）の他、入国検査場内に設置されるパーサーカウンター（㎡）の他、入国検査場内に設置されるパーサーカウンター（㎡）の他、入国検査場内に設置されるパーサーカウンター（44444444 ㎡）、徴税事務室（㎡）、徴税事務室（㎡）、徴税事務室（㎡）、徴税事務室（30303030 ㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計 74747474 ㎡）が含まれる。㎡）が含まれる。㎡）が含まれる。㎡）が含まれる。    

＊ 2222－旅具電算部門電算室等（－旅具電算部門電算室等（－旅具電算部門電算室等（－旅具電算部門電算室等（79797979 ㎡）、取締部門諸室（㎡）、取締部門諸室（㎡）、取締部門諸室（㎡）、取締部門諸室（375375375375 ㎡）、麻薬探知犬犬舎等（㎡）、麻薬探知犬犬舎等（㎡）、麻薬探知犬犬舎等（㎡）、麻薬探知犬犬舎等（142142142142 ㎡）及び乗継カウンター等（㎡）及び乗継カウンター等（㎡）及び乗継カウンター等（㎡）及び乗継カウンター等（21212121 ㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計㎡）の各諸室（合計 617617617617 ㎡）。なお、配置は㎡）。なお、配置は㎡）。なお、配置は㎡）。なお、配置は

以下のとおりとする。以下のとおりとする。以下のとおりとする。以下のとおりとする。    

・ 旅具電算部門電算室等：入国検査場付随事務室近傍旅具電算部門電算室等：入国検査場付随事務室近傍旅具電算部門電算室等：入国検査場付随事務室近傍旅具電算部門電算室等：入国検査場付随事務室近傍    

・ 取締部門諸室：エアサイドに面し、制限区域への出入監視が可能な取締部門諸室：エアサイドに面し、制限区域への出入監視が可能な取締部門諸室：エアサイドに面し、制限区域への出入監視が可能な取締部門諸室：エアサイドに面し、制限区域への出入監視が可能な位置位置位置位置    

・ 麻薬探知犬犬舎等：手荷物荷捌き場に面した位置麻薬探知犬犬舎等：手荷物荷捌き場に面した位置麻薬探知犬犬舎等：手荷物荷捌き場に面した位置麻薬探知犬犬舎等：手荷物荷捌き場に面した位置    

・ 乗継カウンター等：到着コンコースに面した位置乗継カウンター等：到着コンコースに面した位置乗継カウンター等：到着コンコースに面した位置乗継カウンター等：到着コンコースに面した位置    

＊ 3333－感染症情報コーナー（－感染症情報コーナー（－感染症情報コーナー（－感染症情報コーナー（9999 ㎡）。なお、配置は出国後の旅客の目につきやすい位置とする。㎡）。なお、配置は出国後の旅客の目につきやすい位置とする。㎡）。なお、配置は出国後の旅客の目につきやすい位置とする。㎡）。なお、配置は出国後の旅客の目につきやすい位置とする。    

＊ 4444－広報展示室（－広報展示室（－広報展示室（－広報展示室（40404040 ㎡×㎡×㎡×㎡×2222 個所）。なお、配置は保安検査場近傍の出発ロビー内及び出国後のそれぞれ旅客の目につきやすい位置とする。個所）。なお、配置は保安検査場近傍の出発ロビー内及び出国後のそれぞれ旅客の目につきやすい位置とする。個所）。なお、配置は保安検査場近傍の出発ロビー内及び出国後のそれぞれ旅客の目につきやすい位置とする。個所）。なお、配置は保安検査場近傍の出発ロビー内及び出国後のそれぞれ旅客の目につきやすい位置とする。    

＊ 5555－入国検査場内に設置される旅客用トイレ（税関：－入国検査場内に設置される旅客用トイレ（税関：－入国検査場内に設置される旅客用トイレ（税関：－入国検査場内に設置される旅客用トイレ（税関：162162162162 ㎡×㎡×㎡×㎡×2222 個所、入管：個所、入管：個所、入管：個所、入管：139139139139 ㎡）、授乳室（税関：㎡）、授乳室（税関：㎡）、授乳室（税関：㎡）、授乳室（税関：20202020 ㎡×㎡×㎡×㎡×2222 個所、入管：個所、入管：個所、入管：個所、入管：9999 ㎡）、喫煙室（税関：㎡）、喫煙室（税関：㎡）、喫煙室（税関：㎡）、喫煙室（税関：20202020 ㎡）の各諸㎡）の各諸㎡）の各諸㎡）の各諸

室（合計室（合計室（合計室（合計 532532532532 ㎡）。㎡）。㎡）。㎡）。    
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